
1 

福島復興再生基本方針（案）に対する福島県知事意見（案） 
 

１ 本方針に基づく施策の実施に必要な予算の確保  

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故から11年が経過する中、

県民の懸命な努力と国内外からの温かい御支援により、福島の復興・再生は着実に

進展している。 

一方、今なお多くの県民がふるさとに帰ることができず、県内外で避難生活を続

けられているほか、避難地域の復興・再生、被災者の生活再建、廃炉・汚染水・処

理水対策、風評と風化の問題など、当県はいまだ多くの困難を抱えている。地域に

よって復興の進捗は異なり、また、復興のステージが進むにつれて新たな課題等が

生じるなど、福島の復興はいまだ途上にあり、長い時間を要する。 

こうした複合災害からの復興途上にある中、令和元年東日本台風等や新型コロナ

ウイルス感染症、さらには令和３年及び令和４年に発生した福島県沖を震源とする

地震など、幾重もの困難を抱えることとなった。台風・地震等による災害からの復

旧や新型感染症対策にも取り組みながら、東日本大震災及び原子力災害からの復

興・再生が遅れることのないよう、復興の取組を進めなければならないという難し

い対応が求められている。福島の復興及び再生には、中長期的な対応が必要であり、

当県の特殊性を踏まえながら、国が前面に立って最後まで責任を果たしていくこと

が何よりも重要である。 

このため、心のケアなどの被災者支援等のほか、避難指示が解除された地域にお

ける生活環境の整備、長期避難者への支援、特定復興再生拠点区域の整備、特定復

興再生拠点区域外の避難指示解除に向けた取組、福島イノベーション・コースト構

想を軸とした産業の育成・集積、事業・農林漁業の再建、風評の払拭に向けた取組

等に加え、避難地域等における移住等の促進、関係人口や交流人口の拡大、魅力あ

る働く場づくり等の新たな活力の呼び込みなど、福島復興再生基本方針において国

が行うこととされた取組を着実に推進すること。 

あわせて、福島県民が切れ目なく安心して復興・再生に取り組むことができるよ

う、第１の２「福島の復興及び再生の基本姿勢」の「国は、（中略）復旧・復興に長

期間を要するなどの原子力発電所の事故による災害という特殊な事情を踏まえつ

つ、長期にわたることが見込まれる本方針に基づく施策全般の着実な実施に必要な

予算を確保し、責任を持って臨む」との記載を確実に履行すること。また、当県が

本方針に即して作成する福島復興再生計画に掲げる目標及びＫＰＩ等の達成に向

け、国は県・市町村と一体となって必要な取組を積極的に推進すること。さらに、

個別事業を実施するために必要な予算をしっかり確保するとともに、当県の実情と

復興のステージに応じた新たな制度の確立を図ること。 
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２ 避難指示・解除区域の復興及び再生 

（１）避難解除等区域は、原子力災害の影響が最も大きい地域であり、国は、これま

で原子力政策を推進してきたことに伴う社会的責任を踏まえ、当該地域の市町村

の復興及び再生に責任を持たなければならない。 

   第３の１「避難解除等区域の復興及び再生の基本的考え方」の「避難指示解除

後の本格的な復興のステージにおいても、地域のコミュニティ形成への配慮や固

有の文化・伝統への配慮など、市町村ごとの課題にきめ細かく対応する」との記

載のとおり、国は、当県及び市町村と連携を密にしながら、保健・医療、介護・

福祉サービス、買い物環境、魅力ある教育環境、防犯対策等の生活環境の整備は

もとより、産業・生業の再生や雇用確保への支援、インフラ整備など、第２部全

般に掲げる施策を確実に履行し、福島 12 市町村の将来像の具現化を始め、地域

の復興に向けて取り組むこと。 

   また、多核種除去設備等で浄化処理された水（ＡＬＰＳ処理水）の取扱いにつ

いては、福島県だけではなく日本全体の問題であることから、これまで県民が積

み重ねてきた復興や風評払拭に向けた努力が水泡に帰すことのないよう、引き続

き、国が前面に立ち、令和３年 12 月に策定された「ＡＬＰＳ処理水の処分に関

する基本方針の着実な実行に向けた行動計画」に基づき、政府一丸となって万全

な対策を講じること。 

さらに、原子力被災 12 市町村における営農再開の加速化を図るため、国は、

これまで行ってきた被災農業者への支援を継続するほか、農地の大区画化・利用

集積、広域的な高付加価値産地の展開、６次産業化施設の整備促進等により、地

域の営農再開の後押し等に加え、スマート農業を推進すること。 

 

（２）いまだ約３万人の県民がふるさとを離れて避難生活を続けられており、避難者

が抱える課題も個別化・複雑化していることを踏まえ、円滑な帰還や生活再建等

を支援するため、高齢者を始めとした避難者等に対する日常的な見守り・相談支

援、情報提供、コミュニティの形成、被災者一人一人の心身のケア等に丁寧に対

応すること。 

 

（３）地元住民・地元自治体の苦渋の決断により受け入れを容認した中間貯蔵施設に

ついて、国は、現場管理を徹底し、施設の運営を安全・確実に行うとともに、今

後発生する特定復興再生拠点区域外のものを含め、全ての除去土壌等の搬入を、

地域の理解を得ながら安全かつ確実に実施すること。また、中間貯蔵施設に貯蔵

する除去土壌等については、第３の２（３）カの「「中間貯蔵開始後 30 年以内に

福島県外での最終処分を完了するために必要な措置を講ずる」旨が定められてお

り、国として責任を持って取り組んでいく。」との記載を遵守し、法律に定められ

た 30 年以内（2045 年まで）の県外での最終処分の確実な実施に向け、全国民的
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な理解醸成を図るとともに、最終処分地の選定方法等の具体的な方針・工程を明

示するなど目に見える形で、一つ一つのステップを確実に国として責任を持って

取り組むこと。 

  

（４）被災地では、人口減少、高齢化、産業の空洞化等の課題が一層進行しているた

め、これまでの住民の帰還に向けた環境整備や支援等に加え、移住等の促進、交

流人口・関係人口の拡大等にも取り組む必要がある。そのため、国は、地方公共

団体の意見を最大限踏まえつつ、帰還・移住等環境整備交付金を活用した地方自

治体の自主性に基づく事業への支援や移住・起業する者に対する個人支援を始め、

交流人口拡大のための新たな施策を含め様々な施策を活用し、当県、避難指示・

解除区域市町村、民間事業者等における取組を支援すること。 

   また、取組の実効性を高めるため、関係者が連携して移住等の促進施策を強力

に進めるための体制の活用や、交流人口拡大の更なる対応等をまとめる場の運営

などにより、国、県、市町村及び関係機関の連携を強力に推進すること。 

 

（５）帰還困難区域のうち特定復興再生拠点区域については、「特定復興再生拠点区

域復興再生計画」に基づき、計画期間内の避難指示解除を確実に行うとともに、

計画内容の実現に向けて国が責任を持って取り組むこと。 

   また、同区域の整備に当たっては、除染はもとより、廃棄物や建設副産物の処

理を国の責任の下で最後まで確実に対応するとともに、生活環境の整備や産業・

生業の再生などに対する十分な予算を確保し、それぞれの地域の実情に応じた拠

点区域の整備に取り組むことができるようにすること。 

さらに、特定復興再生拠点区域外については、令和３年８月に示された「特定

復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」に基

づき、複数回にわたる住民の意向確認や除染の手法・範囲等の具体化を図るとと

もに、帰還意向のない住民の土地・家屋等の扱いや避難指示の長期化に伴い経年

劣化が進んでいる道路・河川等の施設更新等の課題について、引き続き、地元自

治体と真摯に協議を重ね、その意向を十分に踏まえながら、帰還困難区域全てを

避難指示解除し、復興・再生に最後まで責任を持って取り組むこと。 

 

 

３ 福島全域での安心して暮らすことのできる生活環境の実現 

福島の復興及び再生のためには、福島で安心して暮らし、子どもを生み育てるこ

とができる生活環境を実現することが不可欠である。多くの福島の住民、特に子育

て世代が、放射線の健康への影響に対する不安やストレスを抱えている。県内全域

において、放射線による健康上の不安の解消や安心して暮らすことのできる生活環

境を実現するため、風評払拭・リスクコミュニケーションの推進、県民健康調査の
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実施、農林水産物等の放射性物質の検査等の推進、教育機会の確保、環境の回復・

創造のための調査及び研究の推進等、第６に記載の施策・事業について、国は責任

を持って総合的かつ体系的に進めること。 

加えて、住民の放射線の健康影響等に関する不安払拭のため、国は、生活圏の線

量モニタリング、放射線相談員による相談体制等を維持するほか、リスクコミュニ

ケーションをこれまで以上にきめ細かに実施することに加え、除染後のフォローア

ップの実施などを通じて、個人の追加被ばく線量を、長期目標として年間１ミリシ

ーベルト以下にすることを目指すための措置を講じること。 

 

 

４ 福島イノベーション・コースト構想の推進等 

（１）国家プロジェクトである福島イノベーション・コースト構想に係る取組の推進

や、「福島新エネ社会構想」の実現、廃炉関連産業・医療関連産業・航空宇宙関連

産業・ロボット関連産業等の集積を図るため、国は、第８に記載の施策・事業に

ついて確実に実施するとともに、福島イノベーション・コースト構想関係閣僚会

議や福島イノベーション・コースト構想推進分科会を適切に運用することにより、

連携体制の構築や基本的な方針の共有を図り、構想の実現に向けた取組を一層推

進すること。 

 

（２）本方針に即して国が策定する新産業創出等研究開発基本計画に基づき実施され

る研究開発等が、福島イノベーション・コースト構想の推進や福島全域の新産業

創出等の促進につながるよう、当県が福島復興再生計画に基づき実施する取組と

の確実な連携を図ること。 

 

（３）福島国際研究教育機構については、世界に冠たる新たな拠点として、地元から

の期待が非常に高く、福島の復興を進めていく上で、県民の夢や希望につながる、

欠かすことのできない重要なものである。そのため、福島国際研究教育機構が福

島イノベーション・コースト構想を更に発展させる機能を十分に果たし、「福島

の創造的復興の中核拠点」として、地域と連携し、世界最先端の研究開発や新産

業の創出、人材育成等の機能を発揮するとともに、その役割や成果を国内外に発

信しながら、立地地域のみならず浜通り地域等全体の一体的、総合的な復興に資

する拠点となるよう、新産業創出等研究開発基本計画、中期目標、中期計画等の

策定はもとより、機構の施設や周辺環境の整備計画も含めた機構に関する事業全

体の今後の年次ごとの具体的なロードマップを示しながら、機構設立後速やかに

事業に着手し、復興庁のリーダーシップの下、関係省庁が連携して福島国際研究

教育機構基本構想の早期の具現化を図ること。 
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（４）福島イノベーション・コースト構想推進機構への国職員の派遣等により福島イ

ノベーション・コースト構想の一層の推進に取り組むこと。 

 

（５）福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデル創出拠点とする「福島新エネ

社会構想」に基づき、再生可能エネルギーの更なる「導入拡大」と水素の「社会

実装」に向けた取組を推進すること。 

 

 

５ その他福島の復興及び再生を推進するための措置 

（１）東京電力福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水・処理水対策は、復興・再生の

大前提である。 

   第１の１「原子力災害からの福島の復興及び再生の意義・目標」の「国が前面

に立ち、国内外の最高の叡智を結集することにより、廃止措置終了に向けて安全

かつ着実に成し遂げる。」との記載のとおり、東京電力を厳しく指導しながら、国

が前面に立って、廃炉・汚染水・処理水対策に取り組むこと。 

   ＡＬＰＳ処理水の取扱いについては、関係者の理解が極めて重要であることか

ら、処理水の処分に関する基本方針等について、誠意を持って丁寧かつ十分な説

明を重ねるとともに、関係者の声にしっかりと耳を傾け、その思いを真摯に受け

止め、理解が深まるよう取り組むこと。  

また、正確な情報について国内外の多くの方々の理解が深まるよう、政府一丸

となったあらゆる手段による情報発信を行うこと。 

さらに、新たな風評を発生させず、厳しい環境に置かれている農林水産業や観

光業、商工業を始めとする幅広い事業者が将来に向け安心して事業を継続してい

けるよう、断固とした決意を持って、万全な風評対策に全力で取り組むこと。 

特に、処理水に伴う風評が強く懸念される水産業については、若い担い手を始

めとした事業者が、将来にわたって安心して事業を営むことができるよう、水揚

げされた水産物が適正な価格で取引され、しっかり売り切ることができる環境づ

くりに向けて、国が前面に立ち、生産から流通・消費に至る総合的かつ強力な対

策を講じること。 

    

（２）避難指示・解除区域市町村への住民の円滑な帰還の促進に向けて、また帰還住

民等が日常生活を安心して送ることができるよう、国は、第 10 の１（２）に基

づき、交通事業者の安定的な事業運営が可能となるよう配慮しながら、持続可能

な地域公共交通ネットワークの形成に資する取組を支援すること。 

また、イノシシ等の鳥獣による被害について極めて深刻であることから、当県

及び市町村と連携して、住民の円滑な帰還や移住等の促進に資するよう、それぞ

れの地域の実情に即した鳥獣被害対策をより一層確実に実施すること。 
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（３）今なおあらゆる分野に根強く残る風評の払拭に向けては、環境モニタリングや

農林水産物等の放射性物質検査結果の国内外への発信、農林水産物の販売不振の

実態と要因の調査及びそれに基づく必要な措置、福島の現状や放射線影響に関す

る国民への正しい理解の増進と情報の提供、国内外からの福島への誘客促進、農

林水産物・食品に対する輸入規制撤廃に向けた働き掛けなど、第７の２（３）、

（５）及び（６）に記載の施策・事業について、関係省庁が一体となって全力で

継続的に取り組むこと。 

 

（４）国は、東日本大震災による犠牲者への追悼と鎮魂や、震災の記憶と教訓の後世

への伝承等のため設置する国営追悼・祈念施設の整備を引き続き進め、また、当

県が整備する福島県復興祈念公園を支援すること。加えて、東日本大震災・原子

力災害伝承館を核として、交流拡大・情報発信を図ること。 

   さらに、「復興五輪」として世界各国等からのこれまでの支援に対する感謝の

思いと、東日本大震災からの復興に向けて取り組む被災地の姿を世界に発信した

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会での取組の成果が継承・共有

され、被災地の復興にもいかされることが重要であるとの認識の下、国は、今後

とも機会を捉えながら、被災地の更なる復興を後押しすること。また、2025 年日

本国際博覧会等、世界各国の注目が集まる機会を最大限にいかし、東日本大震災

からの復興に向けて取り組む姿を世界に発信すること。 

 

（５）当県の復興及び再生を進めていく上では自治体職員等の確保が不可欠であり、

国は、当県及び県内市町村の人員確保に対する必要な措置を継続すること。また、

第１の２「福島の復興及び再生の基本姿勢」の「福島の復興及び再生には、中長

期的対応が必要であり、第２期復興・創生期間においても引き続き国が前面に立

って取り組む。」との記載のとおり、福島の復興・再生に最後まで責任を果たすよ

う、しっかりと取組を推進すること。 


